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研究成果の概要（和文）：　本研究課題では、リサイクル政策、食品に関連した品質基準、総量規制と利用権取引（譲
渡可能な漁獲割当）に焦点を絞って、環境・資源関連規制の機能と厚生効果の分析を行った。
　第1に、廃棄物市場とスクラップ貿易を考慮に入れ、最適なリサイクル政策の組み合わせを導出した。また財レベル
の貿易データを用いてバーゼル条約改正による廃棄物貿易禁止措置の妥当性を検証した。第2に、実験室実験の手法を
用い、また漁業者の漁船選択を考慮に入れ、譲渡可能な漁獲割当が効率的な漁獲を実現できることを明らかにした。第
3に、企業の情報発信を考慮に入れたうえで、食品に関連した品質基準や低品質製品の参入規制の厚生効果を明らかに
した。

研究成果の概要（英文）：　We examined the function and welfare effects of regulations on environmental 
protection and efficient resource use. In particular, we focused on recycling policies, minimum quality 
standards relating to food products, and individual transferable quotas on fishing activities.
 First, considering scrap markets and trade in wastes, we theoretically clarified the combination of 
optimal recycling policies. Moreover, using the commodity-level trade data, the effect of the Basel Ban 
was examined empirically. Second, using the laboratory experimental approach, we demonstrated that 
individual transferable quotas schemes are able to realize efficient fishing activities even if the 
choice of vessels by fishers are taken into consideration. Third, assuming oligopolistic markets and the 
existence of advertising, we investigated the welfare effects of minimum quality standards and entry 
restriction of low-quality products.

研究分野：国際経済学、環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
（1） 数々の環境問題が顕著となり広く問題
として認識されるようになってから、日本に
おいても半世紀以上が経過してきた。また、
森林、水産といった再生可能資源、および石
炭、石油などの枯渇性資源の過剰利用の問題
もしばしば見聞きされてきている。この間、
日本においては環境政策を所管する環境庁
が設置され、その後環境省となり、環境政策
の重要性は増してきた。また、資源戦略・政
策については経済産業省や環境省など省庁
をまたいだ重要な政策課題であり続けてい
る。 
 
（2）経済学においても、環境・資源関連政
策に関する理論的、実証的研究は数多くなさ
れてきている。例えば価格割当と数量割り当
ての比較分析としては、Weitzman (1974)、
Baumol and Oates (1992)らに代表される研
究の蓄積がある。また、開放経済下における
分析として、Ishikawa and Kuroda (2007)は
環境税の効果を分析しているし、Higashida 
and Jinji (2006)は、政府のリサイクル政策
への戦略的なインセンティブを分析してい
る。 
一方で、現実を観察すると、最近の環境政
策の実施やその効果に関して、個々の環境政
策に付随し、かつ無視できない重要な 4つの
ポイントが存在している。 
① 経済学的には税等のインセンティブ付け
をする政策が望ましいとされているが、
現実には規制が数多く存在している。 
② 所有権の配分や責任に関するルールが
議論の焦点となり、また規制の効果に影
響を与えるようになっている。 
③ 不完全競争や市場間の距離など市場構造
が重要な鍵を握っている。 
④ 国際貿易や国際ルールとの関連性を考
慮に入れた政策をデザインする必要性
が高まっている。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、上記のポイントを考慮に
入れて、現実に広く存在する「環境や資源関
連の規制」が、どのような状況において機能
し、また社会厚生を高めるのかを経済学的に
分析することである。 
特に重要な規制として、リサイクル関連規
制、食品・食料の安全基準、総量規制（利用
権取引との組み合わせ）の 3つを取り上げて
いる。総量規制とは資源利用に関する上限設
定とそれらの利用権の取引の仕組みの導入
を意味しており、例えば排出権取引や漁業に
おける譲渡可能な漁獲割当制度を想定して
いる。 
 
 
３．研究の方法 
（1）理論分析 
  環境や資源関連の規制と市場構造の関係

について、理論的に発展の余地があると考え
た。このため、様々な規制に応用可能な経済
理論モデルの構築を進めることとした。応用
ミクロ経済学の一分野であることから、ミク
ロ経済学、産業組織論、ゲーム理論、国際貿
易論などを応用した理論モデルの構築を目
指した。 
 
（2）実証分析 
この分野については、データの蓄積が進ん
でいるものもある。例えば、貿易統計におい
ても鉄や銅といった財別にスクラップの分
類が作られており、国境を越えたスクラップ
の取引を捕捉することが可能である。このた
め、取得が可能なデータが存在する分野につ
いては、実証分析を進めることとした。 
 
（3）実験室実験による分析 
一方で、規制が存在するもとで、各経済主
体が市場においてどのような行動をとるか
については、直接的なデータは存在しない。
これらの行動を分析するためには、経済実験
によるデータの蓄積が必要と考え、実験室実
験による分析も同時に行うこととした。 
 
 
４．研究成果 
（1）リサイクル規制に関する研究成果は以
下のとおりである。 
 
① バーゼル条約のもとで進められている
廃棄物の越境移動に関する規制に焦点を
当てて、経済学的な観点から越境移動の禁
止措置の効果を考察した。 
  まず、中国に輸入されている同じ貿易分
類に含まれるスクラップについて、貿易相
手国（輸出元）によってその質が異なるか
どうかを、代替性を検証することによって
分析した。対象としたのは、other ferrous 
waste and scrap (HS code 720449) およ
び other waste, parings and scrap of 
plastics (HS code391590)である。その結
果、異なる貿易相手国のスクラップ間の代
替性が低いことが明らかとなった。この要
因としては、同じ貿易分類に含まれるスク
ラップであっても、輸出国の産業構造や消
費する製品のタイプによって、その質が異
なっている可能性が挙げられる。 
  次に、5 種類のスクラップのデータを用
いて、スクラップがどのような国に輸入さ
れているかの検証を、グラビティモデルを
用いて行った。その結果、GDP がより大き
な国、また賃金がより高い国が、より多く
のスクラップを輸入していることが明ら
かとなった。これは、産業の発展や経済成
長に伴ってスクラップの輸入が増加して
いることを意味している。途上国が主な輸
入国である場合には、生産活動へのインプ
ットとしてこれらのスクラップが重要な
役割を担っていることが考えられる。スク



ラップがリサイクルされ、二次資源として
再び経済活動に投入されているのである。
また、低開発途上国が廃棄物埋め立てサー
ビスを供給している（廃棄物が最終処分の
ためだけに低開発途上国に持ち込まれて
いる）という廃棄物版の Pollution Haven
が起こっていない可能性を示唆している。
また、 
  これらのことより、一律にすべての廃棄
物の越境移動を禁止することを目的とす
る改正バーゼル条約の禁止措置が、必ずし
も望ましい措置ではないという結論を得
ている。これは、今後廃棄物や中古品貿易
のルールをさらに細かく決めていく必要
があることを考えると、重要な貢献である
といえる。それぞれの国が、どの程度の貿
易を行うかについての程度意思決定を行
えるようにすること、および貿易相手国に
よって貿易制限の程度を変えられるよう
にすることなどが議論の対象となり得る
ポイントである。 
 
② 現実には輸入国側において適切なリサ
イクル政策や廃棄物管理が機能していな
い場合が見られる。これが上述のバーゼル
条約の禁止措置につながっている。そこで、
輸入国の廃棄物政策、およびリサイクル政
策がその意図どおりに機能していない場
合における輸出国が採るべき最適な政策
パッケージを理論的に分析した。違法輸出
が存在しない場合には、国内の処分場へ廃
棄する場合の社会的限界費用に等しい消
費課税、外国で発生する社会的限界費用に
等しいだけの国内のリサイクル企業への
補助金、およびその両方に対処するような
形での消費者へのリサイクル補助金（払い
戻し）の組み合わせが望ましいことを明ら
かにした。ここでは、財市場と廃棄物市場
の2つがリンクしているという重要な市場
構造を考慮に入れることができている。 
 
（2）食品・食料の安全基準に関する研究成
果は以下のとおりである。 
 
① 食品や食料については、消費者が見聞き
する広告や情報が、購入の意思決定に大き
な影響を与えている現実を考慮に入れる
ため、常に売り手側の広告による情報発信
を理論モデルに取り込んできた。 
  まず売り手によって広告をどれだけ発
信するかの意思決定が行われており、また
高品質製品と低品質製品とが市場に流通
している状況において、品質基準（Minimum 
Quality Standards）がどのような厚生効
果をもつかを理論的に分析した。特に、企
業間の広告競争、および価格競争が重要に
なるため、2 企業によって供給が行われて
いるという市場構造を想定した。 
  品質基準は、直接的には低品質製品の品
質に影響を与える。品質基準が厳しくなれ

ば、低品質製品はその基準をクリアーしな
ければならないためである。しかし、低品
質製品の品質の変化は、両企業の広告戦略
と価格戦略に影響を与える。この分析では、
品質基準を厳しくすることで、広告の総量
が増加し、結果として消費者の意思決定が
ゆがめられる程度が大きくなりえること
を明らかにした。これは品質基準や品質規
制を政府が実施する際に、差別化された他
の製品やその売り手の行動を考慮に入れ
る必要があることを示唆している。 
 
② また、特許に守られている純正品（ある
いは高品質製品）とそうではない非純正品
（あるいは低品質製品）とが市場に流通し
ている場合に、非純正品を政府が規制すべ
きかどうかについても理論的に分析した。
結果は、企業の広告を発信する費用、消費
者のブランド信仰の程度などに依存する
が、非純正品が市場に流通している方が、
そうでない場合よりも厚生が大きくなる
場合があることを明らかにした。 
 
（3）総量規制に関する研究成果は以下のと
おりである。排出量取引システムがいくつか
の国・地域で導入されてから注目されるよう
になった総量規制と利用権取引スキームの
組み合わせの効果について研究をすすめた。
特に、水産資源の持続的利用のために複数の
国で導入されている「譲渡可能な漁獲割当」
と生物多様性の保全のために一部の国・地域
で導入されてきている「オフセット制度」に
焦点を当てた。 
 
① 譲渡可能な漁獲割当の機能について、実
験室実験の手法を用いて明らかにしてき
た。譲渡可能な漁獲割当は、ある海域にお
ける漁獲総量に上限を設定し、漁獲を行う
権利を漁業者に配分し、その権利の取引を
認めるというものである。総量に制限を設
定することで資源の持続的な利用が可能
となり、また権利の取引を認めることで同
じ漁獲量を最低の費用で実現できること
になる。 
  しかし、これは漁業者が保有する漁船の
規模を所与としたときは明らかに成り立
つが、漁業者の漁船規模選択まで考慮に入
れた場合に、この制度が社会厚生を最大に
する機能を発揮できるかどうかについて
はこれまで明らかにされてこなかった。 
  今回の実験結果からは、以下の点が明ら
かとなった。第 1に、同じセッションにお
いて漁船選択＋漁獲量選択のラウンドを
繰り返すにつれて、被験者が選択する漁船
規模の構成が、社会的に望ましいそれに近
づいていくことが明らかとなった。このこ
とが実現しない場合には、社会厚生の最大
化が実現できないため、この結果は重要で
ある。つまり、譲渡可能な漁獲割当制度が、
漁船規模選択（技術選択）のステージまで



考慮に入れたとしても、資源の持続的利用
と社会厚生の最大化の観点から有効な政
策手段であることを示唆している。 
第 2に、各漁業者は割当（権利）価格を
見ながら、漁獲量に関して合理的な意思決
定を行っていることが明らかとなった。つ
まり、割当価格が漁獲費用全体の最小化を
実現するために機能し得るということを
意味している。既存の他の研究結果とも整
合的で、かつそれらをサポートする結果を
得られている。 
ただし、初期時点での価格が余剰を最大
にする価格から乖離している場合には、そ
の乖離が一定期間継続すること、初期配分
が技術選択に影響を与えることも明らか
となった。この制度を導入するにあたって
十分注意すべきポイントを抽出すること
ができたと考えている。 
 

② 生物多様性の保全手法の一つとして考
えられているオフセット制度の機能につ
いて、実験室実験によって分析を行った。
生物多様性オフセットは生物多様性を育
む地域、生物種の生育域をやむをえず減少、
劣化させてしまう場合に、近隣域など規定
の場所に同程度の生育域や生態系サービ
スを享受できる場所を復元、創造すること
により、全体で見たときの生物多様性の質、
量を同じ状態に保つ制度である。ただし、
開発者と保全（復元）者とは同一である必
要はなく、これらの経済主体間でクレジッ
ト（生物多様性回復面積単位で発行）の取
引を行うことができるという点で、排出量
取引や譲渡可能な漁獲割当と同じ仕組み
である。 
  本研究では、異なる環境価値を持った異
なる地域間のクレジットの取引が両地域
の社会厚生最大化を実現できるかどうか
を検証した。通常の経済便益の最大化を目
的として行動する経済主体（開発者と保全
者）が自由に複数地域間のクレジットのト
レードができてしまうと、環境価値の差が
考慮に入れられないため、全体の厚生を最
大化することが難しい。一方で、両地域の
環境便益の違いを考慮に入れて取引をお
こなうトレーダーのみが地域間取引を行
うことができるという仕組みを導入する
と、目的により近い市場取引の状態を実現
できることが明らかとなった。 
 
（4）市場構造と政策の分析 
  さらに本研究課題において、寡占市場と
政策の関係、および市場間の距離（輸送費）
の重要性についての研究を進めた。例えば、
差別化された製品が複数の企業によって
供給されている場合に、政府の投資や技術
開発への補助金政策がその市場構造に依
存して変わってくることや、輸送費用が市
場間の価格の違いを生み出していること
を明らかにした。これらの分析から得られ

た結果は、環境や資源に関連する政策や制
度の効果に重要な影響を与える市場要因
が存在することを示している。 
  （1）－（3）の研究において個々の現実
を反映した市場構造をモデルや分析に導
入してきている。しかし、市場構造と政策
の効果の一般的な関係について、明らかに
すべきことは残されている。これについて
は今後の研究課題としたい。 
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